
平成 18年 3月期 個別中間財務諸表の概要
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上場会社名 森永乳業株式会社 上場取引所 東  大

コード番号 2264 本社所在都道府県 東京都

(URL　http://www.morinagamilk.co.jp/)

代　　表　　者　役職名  代表取締役社長 氏名　古川　紘一

問合せ先責任者　役職名  広報ＩＲ部長 氏名　文屋　貞男  

   　ＴＥＬ　（03）3798－0126

中間決算取締役会開催日 平成17年11月18日 中間配当制度の有無 無

単元株制度採用の有無 有（１単元　1,000株）

１．平成17年 9月中間期の業績（平成17年 4月 1日～平成17年 9月30日）
(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17年9月中間期 227,535 △4.0 5,050 △27.4 6,604 △18.9
16年9月中間期 237,043 △2.8 6,958 7.9 8,147 3.1

17年3月期 440,187 8,722 10,674

中間(当期)純利益
 １株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％  円　銭

17年9月中間期 3,454 △15.8 13.64

16年9月中間期 4,100 20.3 16.18

17年3月期 4,115 16.15

（注）①期中平均株式数 17年9月中間期 　 253,254,658株　　 16年9月中間期  253,462,061株　

 17年3月期 　 253,404,882株   

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）配当状況  

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭
17年9月中間期  　　　　　―――――― 　　　　――――――
16年9月中間期  　　　　　―――――― 　　　　――――――

17年3月期 　　　　 ―――――― 6.00
 
(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率  １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％  円　銭

17年9月中間期 265,899 74,051 27.8 292.44

16年9月中間期 265,481 71,203 26.8 280.96

17年3月期 255,949 71,871 28.1 283.66

（注）①期末発行済株式数 17年9月中間期 　 253,221,306株　　　 16年9月中間期 253,430,489株　

 17年3月期 　 253,287,479株    

②期末自己株式数 17年9月中間期 755,912株 16年9月中間期 546,729株　 17年3月期 689,739株

２．平成18年 3月期の業績予想（平成17年 4月 1日～平成18年3月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末

百万円 百万円 百万円 円 銭　　　 円 銭
通　期 428,000 8,500 3,500 6.00 6.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　13円73銭

※　上記の予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報あるいは想定できる市場動向などを前提としており、不確
実性が含まれています。実際の業績は、今後の様々な要因により、予想と異なる結果となる可能性があります。なお、
上記業績予想に関する事項は、6ページをご参照ください。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成16年９月30日）
当中間会計期間末

（平成17年９月30日）
対前中間期
比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減額
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１　現金及び預金  7,470   7,003   △466 3,134   

２　受取手形  2,619   2,549   △70 2,383   

３　売掛金  57,654   56,130   △1,523 51,142   

４　たな卸資産  23,618   23,748   130 26,492   

５　繰延税金資産  3,132   3,208   75 3,208   

６　その他  17,258   17,776   518 17,471   

貸倒引当金  △753   △1,706   △952 △1,447   

流動資産合計   110,999 41.8  108,711 40.9 △2,288  102,385 40.0

Ⅱ　固定資産            

１　有形固定資産
※１
※２

107,743   108,107   363 108,166   

（1）建物  26,674   26,218   △456 26,469   

（2）機械装置  29,812   30,403   591 29,474   

（3）土地  39,416   39,052   △364 39,446   

（4）その他  11,840   12,433   592 12,775   

無形固定資産  194   2,686   2,492 2,689   

投資その他の資産  46,543   46,393   △150 42,708   

（1）投資有価
 証券

※２ 17,564   23,243   5,679 20,360   

（2）出資金  18,876   13,439   △5,436 12,568   

（3）繰延税金
 資産

 2,289   1,561   △727 1,719   

（4）その他  8,343   8,966   622 8,934   

貸倒引当金  △529   △817   △288 △874   

固定資産合計   154,481 58.2  157,187 59.1 2,706  153,564 60.0

資産合計   265,481 100  265,899 100 417  255,949 100
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前中間会計期間末

（平成16年９月30日）
当中間会計期間末

（平成17年９月30日）
対前中間期
比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減額
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１　支払手形  8,120   7,604   △516 6,031   

２　買掛金  47,479   45,884   △1,595 41,700   

３　短期借入金  3,024   8,116   5,091 4,516   

４　コマーシャル
・ペーパー

 7,000   2,000   △5,000 11,000   

５　一年以内償還
予定社債

 15,000   10,000   △5,000 15,000   

６　未払法人税等  3,337   2,798   △539 2,282   

７　未払費用  27,161   25,091   △2,070 22,995   

８　設備関係支払
手形

 147   74   △72 90   

９　預り金  22,066   22,045   △20 21,459   

10　その他 ※４ 3,272   4,284   1,011 4,256   

流動負債合計   136,609 51.5  127,897 48.1 △8,711  129,333 50.5

Ⅱ　固定負債            

１　社債  35,000   45,000   10,000 35,000   

２　長期借入金  12,981   9,865   △3,116 10,603   

３　退職給付引当
金

 8,388   7,852   △536 7,874   

４　その他  1,298   1,232   △65 1,266   

固定負債合計   57,668 21.7  63,950 24.1 6,281  54,743 21.4

負債合計   194,278 73.2  191,848 72.2 △2,430  184,077 71.9

            

（資本の部）            

Ⅰ　資本金   21,704 8.2  21,704 8.2 ―  21,704 8.5

Ⅱ　資本剰余金            

１　資本準備金  19,442   19,478   35 19,442   

２　その他資本剰
余金

 1   8   6 6   

資本剰余金合計   19,444 7.3  19,486 7.3 42  19,449 7.6

Ⅲ　利益剰余金            

１　利益準備金  3,529   3,529   ― 3,529   

２　任意積立金  15,270   18,857   3,586 15,270   

３　中間（当期）
未処分利益

 8,192   6,531   △1,661 8,207   

利益剰余金合計   26,992 10.2  28,917 10.8 1,925  27,007 10.6

Ⅳ　その他有価証券
評価差額金

  3,248 1.2  4,228 1.6 979  3,964 1.5

Ⅴ　自己株式   △185 △0.1  △285 △0.1 △99  △254 △0.1

資本合計   71,203 26.8  74,051 27.8 2,848  71,871 28.1

負債資本合計   265,481 100  265,899 100 417  255,949 100
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

 
 　対前中間期比

 

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減額
(百万円)

増減率 
（％） 

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   237,043 100  227,535 100 △9,507 △4.0  440,187 100

Ⅱ　売上原価   172,168 72.6  166,305 73.1 △5,862 △3.4  321,895 73.1

売上総利益   64,875 27.4  61,230 26.9 △3,644 △5.6  118,292 26.9

Ⅲ　販売費及び
一般管理費

  57,916 24.4  56,179 24.7 △1,736 △3.0  109,570 24.9

営業利益   6,958 2.9  5,050 2.2 △1,907 △27.4  8,722 2.0

Ⅳ　営業外収益             

１　受取利息  92   94     137   

２　受取配当金  1,266   1,317     1,955   

３　雑益  621 1,979 0.8 919 2,331 1.0 351 17.8 1,353 3,445 0.8

Ⅴ　営業外費用             

１　支払利息  622   578     1,233   

２　投資有価証券評
価損

 3   ―     0   

３　雑損  164 790 0.3 199 777 0.3 △12 △1.6 259 1,492 0.3

経常利益   8,147 3.4  6,604 2.9 △1,543 △18.9  10,674 2.4

Ⅵ　特別利益 ※１  260 0.1  2,831 1.2 2,570 985.0  992 0.2

Ⅶ　特別損失 ※２
※５  1,292 0.5  3,388 1.5 2,095 162.1  4,292 1.0

税引前中間(当
期)純利益

  7,115 3.0  6,047 2.7 △1,068 △15.0  7,374 1.7

法人税、住民税
及び事業税

※３ 3,015   2,592     3,252   

法人税等調整額 ※３ ― 3,015 1.3 ― 2,592 1.1 △422 △14.0 6 3,258 0.7

中間(当期)
純利益

  4,100 1.7  3,454 1.5 △646 △15.8  4,115 0.9

前期繰越利益   4,092   3,077  △1,015 △24.8  4,092  

中間(当期)
未処分利益

  8,192   6,531  △1,661 △20.3  8,207  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1）たな卸資産

商品、製品、半製品

…総平均法による原価法

(1）たな卸資産

同左

 

(1）たな卸資産

同左

 

原材料、貯蔵品

…移動平均法による原価法

 

 

 

 

(2）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

…移動平均法による原価法

(2）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

 　 …同左

(2）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

…同左

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は部分

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）

 　 その他有価証券

時価のあるもの

      …中間決算日の市場価格等に

　  基づく時価法（評価差額は

　  全部資本直入法により処理

　  し、売却原価は移動平均法

　  により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

…期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は部分資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

 

 

 

（会計処理の変更）

その他有価証券のうち時価のあ

るものの評価差額の処理は、従

来、部分資本直入法によってお

りましたが、市場価格等の変動

による評価差額のうち売却等に

基づく損益のみを損益計算書に

計上することにより、投資の成

果を期間損益により適正に反映

するため、全部資本直入法に変

更いたしました。

この変更により、従来の方法に

よった場合と比べ、経常利益及

び税引前中間純利益が13

百万円減少しております。

 

 

 

 

時価のないもの

…移動平均法による原価法

 　　時価のないもの

 　　…同左

時価のないもの

…同左

(3）特定金銭信託等について

粉乳中毒事件に関連し、被災者救

済事業資金の支出を確実にするこ

とを目的として設定する粉乳中毒

救済基金の特定金銭信託について

は、その他有価証券に準じて評価

しております。

(3）特定金銭信託等について

同左

(3）特定金銭信託等

同左

(4）デリバティブ

…時価法

(4）デリバティブ

同左

(4）デリバティブ

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1）有形固定資産

建物及び建物附属設備については

定額法、その他の資産については

定率法によっております。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 

 

(2）無形固定資産

定額法によっております。

ただし、販売目的のソフトウエア

については、販売可能期間の見積

り（３年）に基づく定額法によっ

ております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左
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前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

３　引当金の計上基準

 

(1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

会計基準変更時差異については、

保有株式の拠出による退職給付信

託設定時時価を控除した下表の残

額の按分額を、平成13年３月期事

業年度より５年間で費用または費

用の減額処理しております。

(2）退職給付引当金

 　　従業員の退職給付に備えるた

　　 め、当事業年度末における退職

     給付債務及び年金資産の見込額 

     に基づき、当中間会計期間末に

     おいて発生していると認められ

     る額を計上しております。

     数理計算上の差異については、

     発生年度における従業員の平均

     残存勤務期間による定額法によ

     り、翌事業年度から費用処理す

     ることとしております。

(2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生してい

ると認められる額を計上しており

ます。

会計基準変更時差異については、

保有株式の拠出による退職給付信

託設定時時価を控除した下表の残

額の按分額を、平成13年３月期事

業年度より５年間で費用または費

用の減額処理しております。

 

適格退
職年金
制度
(百万円)

退職一
時金制
度
(百万円)

合計
(百万円)

会計基
準変更
時差異

4,219 △1,455 2,763

退職給
付信託
設定時
時価

3,984 ― 3,984

残額 234 △1,455 △1,221

 

 

適格退
職年金
制度
(百万円)

退職一
時金制
度
(百万円)

合計
(百万円)

会計基
準変更
時差異

4,219 △1,455 2,763

退職給
付信託
設定時
時価

3,984 ― 3,984

残額 234 △1,455 △1,221

また、数理計算上の差異について

は、発生年度における従業員の平

均残存勤務期間による定額法によ

り、翌事業年度から費用処理する

こととしております。

 数理計算上の差異については、

発生年度における従業員の平均

残存勤務期間による定額法によ

り、翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

過去勤務債務は、従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（1年）で費用の減額処理をして

おります。

４　リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 同左 同左

５　ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

金利スワップについて、金融商品

会計に係る会計基準に定める特例

処理の要件を満たしており、この

特例処理によっております。

(1）ヘッジ会計の方法

金利スワップについて、金融商品

会計に係る会計基準に定める特例

処理の要件を満たしており、この

特例処理によっております。

(1）ヘッジ会計の方法

 　　　　　同左

  

 

 また、為替予約について、外貨

建予定取引について振当処理を

行っております。
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前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

当中間会計期間にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対象は

以下のとおりであります。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

     当中間会計期間にヘッジ会計を

     適用したヘッジ手段とヘッジ対

     象は以下のとおりであります。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

 ヘッジ手段…金利スワップ・　　

　　　

　　　　　　 為替予約

 ヘッジ対象…借入金の利息・

　　　　　　製品輸入による外　

　　

　　　　　　貨建金銭債務およ

            び外貨建予定取引

ヘッジ手段…金利スワップ・　

　　　　

　　　　　　為替予約

ヘッジ対象…借入金の利息・

　　　　　　製品輸入による外

　　　

　　　　　　貨建金銭債務およ

　　　　　　び外貨建予定取引

(3）ヘッジ方針

主に、金融市場の金利変動リスク

への対応手段として、権限規定に

基づき、特例処理の要件を満たす

金利スワップのみ利用し、ヘッジ

対象に係る金利変動リスクをヘッ

ジしております。

 (3）ヘッジ方針

    権限規定に基づき、金融市場の金

    利変動リスクおよび為替変動リス

　　クの対応手段として、デリバティ

　　ブ取引を実施しております。 

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては特例処理

によっており、有効性の評価を省

略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　　金利スワップについては特例処理　

　    によっており、有効性の評価を省

　　略しております。また、為替予約

　　については、当該取引の過去の実

　　績および今後の予定などを勘案　　

　　し、実行可能性があることを検証

　　することにより有効性の評価を行

　　っております。

 

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

６　その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理について

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理について

同左

消費税等の会計処理について

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間

（自　平成16年４月１日

至　平成16年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

前事業年度

（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

（拡売費の計上区分）

販売競争の激化により得意先に対する拡売

費の支出が増加する傾向にあったことから、

その支出の内容を見直した結果、取引形態

の変化に起因して実質的に売上値引に相当

する支出金額の重要性が増しており、今後

もその傾向が続くと見込まれたため、当中

間会計期間より、当該売上値引相当額につ

いて、販売費として処理する方法から売上

高を減額する方法に変更いたしました。

この変更により、従来の方法によった場合

と比べ、売上高、売上総利益および販売費

及び一般管理費がそれぞれ4,166百万円減

少しております。なお、営業利益、経常利

益および税引前中間純利益には影響ありま

せん。

  ───────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ───────

 ───────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ───────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会　平成14年8月9日)）および「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第6号　平成15年10月

31日)を適用しております。

この変更により、従来の方法によった場合

と比べ、税引前中間純利益が376百万円減

少しております。

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金

額から控除しております。

 

（拡売費の計上区分）

販売競争の激化により得意先に対する拡売

費の支出が増加する傾向にあったことから、

その支出の内容を見直した結果、取引形態

の変化に起因して実質的に売上値引に相当

する支出金額の重要性が増しており、今後

もその傾向が続くと見込まれたため、当事

業年度より、当該売上値引相当額について、

販売費として処理する方法から売上高を減

額する方法に変更いたしました。

この変更により、従来の方法によった場

合と比べ、売上高、売上総利益および販

売費及び一般管理費がそれぞれ7,567百万

円減少しております。

なお、営業利益、経常利益および税引前

当期純利益には影響ありません。

 （退職給付に係る会計基準）

当事業年度より、「退職給付に係る会計基

準の一部改正」(企業会計基準第3号 

平成17年3月16日)および「退職給付に係る

会計基準の一部改正に関する適用指針」

(企業会計基準適用指針第7号 平成17年3月

16日)が、平成17年3月31日に終了する事業

年度に係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から同会計

基準及び同適用指針を適用しております。

この変更による損益への影響は軽微であり

ます。

 

  ───────
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追加情報

前中間会計期間

（自　平成16年４月１日

至　平成16年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

前事業年度

（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

地方税法等の一部を改正する法律（平成

15年法律第９号）の公布により平成16年

４月１日以後に開始する事業年度から外

形標準課税制度が導入されたことに伴い、

当中間会計期間から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（企業会

計基準委員会　平成16年2月13日）により、

法人事業税の付加価値割及び資本割につ

いては、販売費及び一般管理費に計上し

ております。

この結果、販売費及び一般管理費は130百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益が同額減少しております。

─────── 地方税法等の一部を改正する法律（平成

15年法律第９号）の公布により平成16年

４月１日以後に開始する事業年度から外

形標準課税制度が導入されたことに伴い、

当事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会　平成16年2月13日）により、法

人事業税の付加価値割及び資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に計上して

おります。

この結果、販売費及び一般管理費は261百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益が同額減少しております。

注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間会計期間末
（平成17年９月30日）

前事業年度末
（平成17年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

161,474百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

167,397百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

164,666百万円

※２　担保資産

有形固定資産

7,824百万円を工場財団として長期借

入金195百万円の担保に供しておりま

す。

※２　担保資産

有形固定資産

7,734百万円を工場財団として長期借

入金148百万円の担保に供しておりま

す。

※２　担保資産

有形固定資産

7,619百万円を工場財団として長期借

入金162百万円の担保に供しておりま

す。

投資有価証券

696百万円を長期借入金720百万円等

の担保に供しております。

投資有価証券

1,003百万円を長期借入金280百万円

等の担保に供しております。

投資有価証券

630百万円を長期借入金374百万円等

の担保に供しております。

　３　偶発債務

(1）債務保証

①　森永ニュートリショナルフーズ

INC.の製品製造委託先の設備リー

ス債務688百万円（6,196千米ド

ル）および銀行借入676百万円

（6,088千米ドル）について、同社

と連帯して債務保証しております。

　３　偶発債務

(1）債務保証

①　森永ニュートリショナルフーズ

INC.の製品製造委託先の設備リー

ス債務562百万円（4,970千米ド

ル）および銀行借入621百万円

（5,493千米ドル）について、同社

と連帯して債務保証しております。

　３　偶発債務

(1）債務保証

①　森永ニュートリショナルフーズ

INC.の製品製造委託先の設備リー

ス債務532百万円（4,963千米ド

ル）および銀行借入601百万円

（5,602千米ドル）について、同社

と連帯して債務保証しております。

②　浦幌乳業㈱の取引先に対する商品

代金341百万円について債務保証し

ております。

②　浦幌乳業㈱の取引先に対する商品

代金383百万円について債務保証し

ております。

②　浦幌乳業㈱の取引先に対する商品

代金510百万円について債務保証し

ております。

③　㈱サンフコの取引先に対する商品

代金18百万円について、債務保証

しております。

③　㈱サンフコの取引先に対する商品

代金 1百万円について、債務保証

しております。

③　㈱サンフコの取引先に対する商品

代金11百万円について、債務保証

しております。
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前中間会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間会計期間末
（平成17年９月30日）

前事業年度末
（平成17年３月31日）

④　以下の銀行借入について、債務保

証しております。

④　㈱ミックの銀行借入96百万円につ

いて、債務保証しております。

④　㈱ミックの銀行借入102百万円につ

いて、債務保証しております。

保証先 金額（百万円）

㈱ミック 107

その他１件 40

計 147

債務保証　計 1,870百万円 債務保証　計 1,665百万円 債務保証　計 1,757百万円

(2）保証予約

①　㈱リザンコーポレーションの取引

先に対する預り敷金4,140百万円の

債務履行について、同社と連帯と

なる保証予約を行っております。

(2）保証予約

①　㈱リザンコーポレーションの取引

先に対する預り敷金4,140百万円の

債務履行について、同社と連帯と

なる保証予約を行っております。

(2）保証予約

①　㈱リザンコーポレーションの取引

先に対する預り敷金4,140百万円の

債務履行について、同社と連帯と

なる保証予約を行っております。

②　北海道保証牛乳㈱の取引先に対す

る商品代金274百万円について保証

予約を行っております。

②　北海道保証牛乳㈱の取引先に対す

る商品代金285百万円について保証

予約を行っております。

②　北海道保証牛乳㈱の取引先に対す

る商品代金261百万円について保証

予約を行っております。

③　以下の銀行借入について、保証予

約を行っております。

③　以下の銀行借入について、保証予

約を行っております。

③　以下の銀行借入について、保証予

約を行っております。

保証先 金額（百万円）

森永ニュートリショ
ナルフーズINC.

277(2,500千米ドル)

フロマジュリ・ロ
レーヌ・ドゥ・ベス
リーズS.A.

31(228千ユーロ)

計 308

保証先 金額（百万円）

森永ニュートリショ
ナルフーズINC.

283(2,500千米ドル)

フロマジュリ・ロ
レーヌ・ドゥ・ベス
リーズS.A.

58(428千ユーロ)

計 341

保証先 金額（百万円）

森永ニュートリショ
ナルフーズINC.

268(2,500千米ドル)

フロマジュリ・ロ
レーヌ・ドゥ・ベス
リーズS.A.

　59( 428千ユーロ)

計 327

保証予約　計 4,723百万円 保証予約　計 4,766百万円 保証予約　計 4,729百万円

※４　消費税等の取り扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。

※４　消費税等の取り扱い

同左

※４　　　　　―――――

　５　コミットメントライン契約

当社は、機動的な資金調達を行うため

に取引金融機関15行との間で、コミッ

トメントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

　５　コミットメントライン契約

当社は、機動的な資金調達を行うため

に取引金融機関15行との間で、コミッ

トメントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

　５　コミットメントライン契約

当社は、機動的な資金調達を行うため

に取引金融機関15行との間で、コミッ

トメントライン契約を締結しておりま

すが、当事業年度末において借入は実

行しておりません。

コミットメントラ

インの総額
20,000百万円

借入実行残高 ― 〃

借入未実行残高 20,000 〃

コミットメントラ

インの総額
20,000百万円

借入実行残高 3,600 〃

借入未実行残高 16,400 〃

コミットメントラ

インの総額
20,000百万円

借入実行残高  ― 〃

借入未実行残高 20,000 〃
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１　特別利益のうち主要項目

固定資産売却益

138百万円

※１　特別利益のうち主要項目

固定資産売却益

473百万円

※１　特別利益のうち主要項目

固定資産売却益

705百万円

退職給付会計基準変更時差異

122百万円

投資有価証券売却益

2,358百万円

退職給付会計基準変更時差異

244百万円

※２　特別損失のうち主要項目

固定資産処分損

338百万円

※２　特別損失のうち主要項目

固定資産処分損

207百万円

※２　特別損失のうち主要項目

固定資産処分損

656百万円

㈶ひかり協会負担金

777百万円

㈶ひかり協会負担金

810百万円

㈶ひかり協会負担金

1,575百万円

投資有価証券等減損処理額

177百万円

投資有価証券減損処理額等

253百万円

投資有価証券減損処理額等

1,413百万円

 

 

たな卸資産評価損等

1,741百万円

関係会社整理損

431百万円

 

 

減損損失

376百万円

新潟県中越地震災害損失

192百万円

※３　当中間会計期間における税金費用につ

いては、簡便法により計算しているた

め、法人税等調整額は「法人税、住民

税及び事業税」に含めて表示しており

ます。

※３　　　　　　　同左 ※３　　　　　―――――

　４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額

有形固定資産 5,622百万円

無形固定資産 10百万円

有形固定資産 5,534百万円

無形固定資産 9百万円

有形固定資産 11,716百万円

無形固定資産 20百万円

 ※５　　　　 ───────  ※５　減損損失  ※５ 　　　　─────── 

 当中間会計期間において、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しております。

 

 
場所 用途 種類

減損損失

（百万円）

北海道

札幌市東区
 遊休資産 土地  182

愛知県名古屋

市守山区
 遊休資産 土地  194

計    376

 

  当社は、事業用資産については管理会計上の

事業区分を基本とし、賃貸資産および遊休資

産については個別物件ごとにグルーピングを

行っております。上記資産は遊休状態であり、

今後の使用見込みもないため、当該資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失

（376百万円）として特別損失に計上いたしま

した。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、この評価額は路線価による相続

税評価額を基準として算定しております。
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当社は、証券取引法第27条の30の6の規定に基

づき電子開示手続きを行っているため記載を

省略しております。

 同左

 

 同左

   

②　有価証券

前中間会計期間末（平成16年９月30日）

　時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。

当中間会計期間末（平成17年９月30日）

　時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。

前事業年度末（平成17年３月31日）

　時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。

（１株当たり情報）

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間（自　平成16年4月1日　至　平成16年9月30日）

該当事項はありません。

 　　 当中間会計期間（自　平成17年4月1日　至　平成17年9月30日）

　　　該当事項はありません。

      前事業年度（自　平成16年4月1日　至　平成17年3月31日）

　　　　当社は、平成17年2月25日に開催した取締役会決議に基づき、平成17年4月26日に国内無担保社債を一般募集によ

　　　り発行いたしました。

　　　　その概要は次のとおりであります。

 

 　　 １　森永乳業株式会社第５回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

（1）発行額　金100億円

（2）各社債の金額　1億円の1種

（3）利率　年1.07％

（4）発行価額　額面100円につき金100円

（5）償還価額　額面100円に付き金100円

（6）期限および償還方法　　　　　　7年

　　　①最終償還　　　　　　　　　本社債の元金は、平成24年4月26日にその総額を償還する。

　　　②買入消却　　　　　　　　　社債の買入消却は、発行日の翌日以降いつでもこれを行うことができる。

（7）利払期日　毎年4月26日および10月26日

　　（初回利払日　平成17年10月26日）

（8）払込期日　平成17年4月26日（火）

（9）担保　本社債には物上担保および保証は付されておらず、また、本社債のために特に留保されている資産　　　

　　　　　 はない。

（10）財務上の特約　　　　　　　「担保提供制限条項」が付されている。

（11）資金使途　　　　　　　　　　社債償還資金および設備資金

 

 　　 ２　森永乳業株式会社第６回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

（1）発行額　金100億円

（2）各社債の金額　1億円の1種

（3）利率　年0.69％

（4）発行価額　額面100円につき金100円

（5）償還価額　額面100円に付き金100円

（6）期限および償還方法　　　　　　5年

　　　①最終償還　　　　　　　　　本社債の元金は、平成22年4月26日にその総額を償還する。

　　　②買入消却　　　　　　　　　社債の買入消却は、発行日の翌日以降いつでもこれを行うことができる。

（7）利払期日　毎年4月26日および10月26日

　　（初回利払日　平成17年10月26日）

（8）払込期日　平成17年4月26日（火）

（9）担保　本社債には物上担保および保証は付されておらず、また、本社債のために特に留保されている資産　　　

　　　　　 はない。

（10）財務上の特約　　　　　　　「担保提供制限条項」が付されている。

（11）資金使途　　　　　　　　　　社債償還資金および設備資金
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森永乳業株式会社
１．連　結
 （１） 当中間期の業績 （単位：百万円）

 当中間期の推移状況      （前中間期の状況）
296,134 96.2 　　　減　　　　　収　　　　　　（増　　　収）

8,646 75.7 　　　減　　　　　益　　　　　　（増　　　益）
9,905 80.1 　　　減　　　　　益　　　　　　（増　　　益）
4,628 75.2 　　　減　　　　　益　　　　　　（増　　　益）

 （２） 通期の業績予想 （単位：百万円）

549,000 97.2
10,200 73.6
12,300 78.5
5,300 73.8

 （３） 設備投資および減価償却費 （推移と見込み） （単位：億円）

　平成14年３月期実績 208 161
　平成15年３月期実績 205 163
　平成16年３月期実績 184 170
　平成17年３月期実績 186 163
　平成18年３月期見込み 314 164
　平成18年３月期中間実績     　 73　（84） 　   　79   （79）
平成18年３月期中間実績の（　　）内は前年中間期実績

２．個　別
 （１） 当中間期の業績 （単位：百万円）

 当中間期の推移状況  　　（前中間期の状況）
227,535 96.0 　　　減　　　　　収　　　　　　（減　　　収）

5,050 72.6 　　　減　　　　　益　　　　　　（増　　　益）
6,604 81.1 　　　減　　　　　益　　　　　　（増　　　益）
3,454 84.2 　　　減　　　　　益　　　　　　（増　　　益）

 （２） 当中間期の販売実績 （単位：百万円）
　製品分類

　市　乳　計 102,679 △ 7,457 93.2 452,374 91.2
 牛乳類 39,172 △ 7,394 84.1 233,998 83.2
 乳飲料等 27,418 566 102.1 126,573 102.9
ヨーグルト 28,341 819 103.0 76,355 104.3
 プリン等 7,747 △ 1,448 84.2 15,448 82.5

　乳製品計 44,280 △ 1,140 97.5 49,567 98.8
 練  乳 2,166 △ 40 98.2 4,866 100.9
 粉  乳 21,696 △ 315 98.6 21,229 100.8
 バ タ ー 5,269 △ 507 91.2 5,481 91.2
 チ ー ズ 15,147 △ 277 98.2 17,990 98.4

　アイスクリーム 26,414 △ 76 99.7 55,416 95.4
　その他計 54,161 △ 834 98.5

 飲  料 17,921 △ 1,789 90.9 125,785 91.8
 その他 36,239 955 102.7

　合　　計 227,535 △ 9,507 96.0
（注）数量の単位は、乳製品はｔｏｎ、市乳、アイスクリームはｋｌで表示

その他のその他には、ゼリー、クリーム類、飼料などが含まれる

 （３） 通期の業績予想 （単位：百万円）

428,000 97.2
6,100 69.9
8,500 79.6
3,500 85.0

減　　　益　　（増　　益）
減　　　益　　（増　　益）

減　　　益　　（増　　益）

通期の推移状況（前期の状況）
減　　　収　　（減　　収）
減　　　益　　（増　　益）

　売 上 高
　営業利益

通期の推移状況（前期の状況）
減　　　収　　（減　　収）
減　　　益　　（増　　益）
減　　　益　　（増　　益）

前年比（％）

設備投資額 減価償却費

　営業利益

　営業利益
　経常利益
　中間純利益

　売 上 高

　経常利益
　当期純利益

　経常利益

数　　量金　　額

　当期純利益

　中間純利益

前同比（％）

金　　額 前年比（％）

前同差 前同比（％）

　売 上 高
　営業利益
　経常利益

平成18年３月期中間決算 参考資料

金　　額 前同比（％）

金　　額 前同比（％）
　売 上 高

金　　額

1



 （４） 通期および下半期の部門別売上高予想 （単位：百万円）
 通  期 下半期

196,300 95.4 93,621 97.9
89,300 97.5 45,020 97.4
39,700 101.1 13,286 103.8

102,700 99.3 48,539 100.2
428,000 97.2 200,465 98.7

 （５） 設備投資および減価償却費 （推移と見込み） （単位：億円）

　 　　合　計 　うち生産設備 　うち販売設備
　平成１４年３月期実績 144 112 32 117
　平成１５年３月期実績 144 110 34 116
　平成１６年３月期実績 133 105 28 122
　平成１７年３月期実績 118 92 26 117
　平成１８年３月期見込み 286 258 28 117
　平成１８年３月中間期実績 　     60 　（49）     　45 　（35）　  　14  　（13）　     55　（56）
　平成１８年３月中間期実績の（　　）内は前年中間期実績

 （６） 従業員数 （推移）

　平成１４年３月期実績 3,628名 3,482名
　平成１５年３月期実績 3,504名 3,352名
　平成１６年３月期実績 3,433名 3,257名
　平成１７年３月期実績 3,382名 3,092名
　平成１８年３月期実績 3,184名
平成17年3月期（3月末）より、出向者等（181名）を除き就業人員数を表示
また平成18年3月期（9月末）の出向者等は188名であり、実質的な前同差は△10名

 （7） 集乳量 （推移） （単位：千トン）

　 　　合　計
　平成１４年３月期実績 769 386 383
　平成１５年３月期実績 817 423 394
　平成１６年３月期実績 820 449 371
　平成１７年３月期実績 818 460 358
　平成１８年３月中間期実績       385 （418）    　229　（234）   　156　（184）
平成18年3月中間期実績の（　　）内は前年中間期実績

以　上

　合　　　計

　市   乳   計
　乳 製 品 計
　アイスクリーム
　そ の 他 計

前同比（％）金　　額 前年比（％）

北海道 都府県
　集 乳 量

金　　額

減価償却費設備投資額

９月末 ３月末

2


